
「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督

の徹底について」の一部改正について 

（平成 25 年 3 月 29 日付け雇児発 0329 第 16 号・社援発 0329 第 22 号・老発

0329 第 24 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長・社会・援護局長・老健局長

通知）<抜粋> 

社会福祉法人に対する指導監査等については、「社会福祉法人の認可等の

適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底につい

て」(平成 13 年 7 月 23 日雇児発第 488 号、社援発第 1275 号、老発第 275 号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知)

により定められておりますが、今般、当通知を別添のとおり改正し、平成 25

年 4 月 1 日から適用することといたしましたので、ご了知の上、適切な法人

指導監査等に当たっていただくとともに、都道府県におかれましては、貴管

内の移譲される市(特別区を含む。以下同じ。)に対して周知いただきますよ

うお願いいたします。 

（中略） 

５ 指導監督上の留意事項について 

（２）施設整備関係                                                     

  ア 無理な資金計画が不祥事案につながるケースが多いので、施設整備計画を認める   

際に十分に審査を行うことはもとより、整備後においても資金計画の履行状況を常

に把握し、不十分な点がある場合には、改善されるまで施設設置の認可を保留する

などその都度強力な指導を行われたいこと。   

特に寄附金に係る資金計画については、その履行状況を十分点検する必要がある

こと。また、指定寄附金の適正な審査が行われるよう、各都道府県共同募金会に対

し必要な指導及び協力を行われたいこと。                     

  イ 建設業者からのリベートや二重契約は絶対に避けなければならないことはいうま

でもない。したがって、施設建設工事に係る契約手続については、都道府県市が行

う公共事業の扱いに準じて適切に行うとともに、あらかじめ都道府県市に入札参加

業者を届け出るよう指導し、届出のあった業者について工事実績等に不適切な点が

あれば法人に適切な助言を行われたいこと。                     

    なお、社会福祉施設の整備を行う法人が、国庫補助事業を行うために契約を締結   

した相手方（以下「建設請負業者等」という。）から多額の寄附を受けることにつ

いては、共同募金会を通じた受配者を指定した寄附金を除いて禁止されているので

この点に留意すること。   

 また、法人が建設工事契約を締結した場合には、その内容について報告を求め、

不正の点がないか確認されたいこと。                                         

    さらに、施設建設工事に係る契約において、一括下請負契約は妥当ではなく、国



庫補助の対象としないこととしているので、特に留意すること。                 

  ウ 入札を行う場合には、監事や、複数の理事（理事長を除く）及び評議員（理事長   

の６親等以内の血族、配偶者等租税特別措置法施行令の規定による「特殊の関係の

ある者」を除く。）を立ち会わせるよう指導されたいこと｡ 

    この場合、地元市町村職員の立ち会いを求めることも適当であること。         

 入札後は、入札が適正に行われた旨の立会人全員の署名とともに、入札結果（入

札業者名、落札業者名、入札金額及び落札金額）を都道府県市に届け出るよう指導

し、都道府県市において当該入札結果（入札金額を除く）を一般の閲覧に供された

いこと。また、法人においても入札結果を一般の閲覧に供するよう指導されたいこ

と。     

  エ 施設建設に当たり、当初計画に従った建設が進行しているか否かの実情を確認す   

るため、建設工事中間時点及び工事完了時点において、工事監理者及び請負業者立

会いのもとで、可能な限り公共事業担当部局との連携を図りつつ、市区町村と現地

調査を行われたいこと。   

 また、併せて、工事の一部を下請業者が行う場合には、法人に対し、当該下請

業者の商号又は名称その他必要な事項を確認するよう指導するとともに、都道府

県及び市区町村においても、現地調査においてこれらを確認されたいこと。           

  オ アからエまでに規定する取扱いは、民間公益補助事業による施設整備についても

同様であること。               

  カ 事業規模の縮小（整備費等の減額）等（独）福祉医療機構借入金の限度額に変更

が生じる場合があるので、事業完了時点における当初計画との突合等により事実把

握に努めるとともに、あらゆる機会を通じて所要の届出を行うよう周知徹底を図ら

れたいこと。    


